
アクティブ・ラーニングの推進 

 

理事(教育担当)・副学長         

大学教育センター長   國見 裕久 

 
最近，「アクティブ・ラーニング」の言葉を耳にする機会が多くなった．平成２４年８月２８

日に提示された中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～

生涯学び続け，主体的に考える力を育成する大学へ～」（いわゆる質的転換答申）において，初

めて言及された言葉である．質的転換答申は，学生の主体的・能動的な学修が不十分という実

態を踏まえ，真の「学士力」育むためには，ディスカッションやディベートといった双方向の

授業やインターンシップ等の教室外学修プログラムによる主体的・能動的学修（アクティブ・

ラーニング）を促す学士課程教育の質的転換の必要性が強調されている．この考えは，その後

の「教育再生実行会議第七次提言」（平成２７年５月１４日）にも引き継がれている． 
「アクティブ・ラーニング」は，確かに最近になって出現した言葉であるが，その教育的精

神は，過去の中央教育審議会答申においても提示されている．たとえば，平成 10年 10月 26日

に提示された中央教育審議会答申「21 世紀の大学像と今後の改革方策について ―競争的環境

の中で個性が輝く大学― 」においては，基本理念の一つとして「課題探求能力の育成を目指し

た教育研究の質の向上」が示されており，この内容は主体的学びの重要性を提示するもので，

現在の「アクティブ・ラーニング」そのものといえる． 
主体的な学びを通した課題探求能力の育成の重要性については，本学においてもかなり早い

時期から認識されており，平成１１年６月に提出された「カリキュラム改革の意義と新カリキ

ュラムの概要」（教育体制検討委員会）において具体的方策が提示された．理工系大学において

「アクティブ・ラーニング」といえば，卒業論文研究が代表的なものであるが，卒業論文研究

に至る過程において，課題探求能力の育成に向けた授業科目をどのように配置するかが重要と

なる．本学では本報告を基に，課題探求能力の育成に向けた授業科目として新たに教養科目と

して「基礎ゼミ」を平成１２年度から導入している．基礎ゼミの開講形態は農学部と工学部で

異なるが，農学部では，その設置理念に基づき学部が責任をもつ科目として開講されている．

平成１６年度までは，毎年，実施報告書が発行されているが，それを見ると学生が基礎ゼミの

課題に積極的に取り組んだ姿勢が感じ取れる． 

学部教育における「アクティブ・ラーニング」科目としては，残念ながら基礎ゼミしか開講

されていないが，今後は学部４年間を通した「アクティブ・ラーニング」科目の配置と全ての

科目においてアクティブ・ラーニングが目指す学習形態を導入することが望まれる． 
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